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 （注）１．当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、「連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移」

については記載しておりません。 

２．売上高には消費税等は含まれておりません。 

３．持分法を適用した場合の投資利益については関連会社がないため、記載しておりません。 

４．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在していないため記載して

おりません。  

５. 従来、商品の仕入代金現金決済時に受取る仕入代金の割引については、営業外収益の仕入割引として処理し

ておりましたが、第１四半期会計期間より、仕入控除項目として売上原価に含めて処理する方法に変更した

ため、当該会計方針の変更を反映した遡及修正後の数値を記載しております。 

６．従来、商品の売上代金現金決済時に支払う売上代金の割引については、営業外費用の売上割引として処理し

ておりましたが、第１四半期会計期間より、売上控除項目として売上高に含めて処理する方法に変更したた

め、当該会計方針の変更を反映した遡及修正後の数値を記載しております。  

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第54期 

第２四半期 
累計期間 

第55期 
第２四半期 
累計期間 

第54期 

会計期間 
自 平成24年３月21日 
至 平成24年９月20日 

自 平成25年３月21日 
至 平成25年９月20日 

自 平成24年３月21日
至 平成25年３月20日

売上高（千円）  4,606,877  4,728,206  9,887,735

経常利益（千円）  7,910  41,476  94,389

四半期純利益又は四半期（当期）純

損失（△）（千円） 
 △3,110  16,022  △62,616

持分法を適用した場合の投資利益 

（千円） 
 －  －  －

資本金（千円）  611,650  611,650  611,650

発行済株式総数（株）  4,411,000  4,411,000  4,411,000

純資産額（千円）  1,933,087  1,886,557  1,879,626

総資産額（千円）  5,163,663  5,331,783  5,366,999

１株当たり四半期純利益金額又は１

株当たり四半期（当期）純損失金額

（△）（円） 

 △0.71  3.66  △14.29

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
 －  －  －

１株当たり配当額（円）  －  －  3.00

自己資本比率（％）  37.4  35.4  35.0

営業活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 669,293  400,745  337,923

投資活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 12,947  △4,017  7,170

財務活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 △13,459  △12,740  △13,511

現金及び現金同等物の四半期末（期

末）残高（千円） 
 1,277,502  1,324,291  940,303

回次 
第54期 

第２四半期 
会計期間 

第55期 
第２四半期 
会計期間 

会計期間 
自 平成24年６月21日 
至 平成24年９月20日 

自 平成25年６月21日
至 平成25年９月20日

１株当たり四半期純利益金額（円）  0.22  5.23
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 当第２四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。 

  

 当第２四半期累計期間において、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更があ

った事項は、次のとおりであります。 

 現金決済時に発生する仕入割引については、「第４ 経理の状況 １ 四半期財務諸表 会計方針の変更」に記載のと

おり、仕入控除項目として売上原価に含めて処理する方法に変更した為、前事業年度の有価証券報告書に記載した

「② 仕入割引の計上について」は消滅しております。 

   

 当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。   

  

 文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。 

 なお、「第４ 経理の状況 １ 四半期財務諸表 会計方針の変更」に記載のとおり、第１四半期会計期間より、仕入

割引及び売上割引に関わる会計方針の変更を行っている為、当該会計方針の変更を反映した、遡及適用後の数値で前

年同四半期比較を行っております。 

  

（1）経営成績の分析  

 当第２四半期累計期間におけるわが国経済は、政権交代後の経済・金融政策に対する期待感から、円安や株価の上

昇など景気回復に向けた動きが見られたものの、雇用情勢や所得環境など実態経済の本格回復には至らず、株価上昇

後の調整局面が長引くなど、景気の先行きは不透明な状況で推移いたしました。 

 電設資材卸売業界におきましては、ＬＥＤ照明、太陽光発電システム等の省エネ関連商材に活況が見られるもの

の、全体的には設備投資が本格的回復に至らず厳しい状況が続いております。 

 このような状況の中、当社においては４月に展示即売会「AIKOフェスタ2013」を実施いたしました。結果、当第2

四半期累計期間における売上高は4,728百万円（前年同期比2.6％増）となりました。 

 利益面につきましては、収益増に伴い、営業利益39百万円（前年同期比524.1％増）となり、経常利益41百万円

（前年同期比424.3％増）、四半期純利益は16百万円（前年同期は四半期純損失３百万円）となりました。 

  

（2）財政状態の分析  

 当第２四半期会計期間末の総資産は5,331百万円となり、前事業年度末に比べ35百万円減少いたしました。流動資

産は4,412百万円となり、33百万円減少いたしました。主な要因は現金及び預金の増加と、売上債権の減少による差

額です。固定資産は919百万円となり、1百万円減少いたしました。主な要因は投資有価証券の時価評価増と、固定資

産償却による減少との差額です。 

 当第２四半期会計期間末の負債合計は3,445百万円となり、前事業年度末に比べ42百万円減少いたしました。流動

負債は仕入債務等の減少により3,225百万円となり、前事業年度末に比べ63百万円減少いたしました。固定負債は前

事業年度末に比べ21百万円増加しております。 

 これらにより当第２四半期会計期間末の純資産の部は1,886百万円となり、前事業年度末と比べ6百万円増加いたし

ました。 

  

（3）キャッシュ・フローの状況  

 当第２四半期会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前事業年度末と比べて383百万

円増加し、1,324百万円となりました。 

 当第２四半期累計期間における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果増加した資金は400百万円（前年同期は669百万円の増加）となりました。これは主に売上債権の回

収によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果減少した資金は４百万円（前年同期は12百万円の増加）となりました。これは主に販売管理システ

ムの改修によるものであります。 

  

２【事業の内容】

第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

２【経営上の重要な契約等】

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果減少した資金は12百万円（前年同期は13百万円の減少）となりました。これは主に配当金の支払い

によるものであります。 

  

（4）事業上及び財務上の対処すべき課題  

 当第２四半期累計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題は

ありません。  

  

（5）研究開発活動  

 特記すべき事項はありません。  

  

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

  

該当事項はありません。 

  

  該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

  

  

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  12,000,000

計  12,000,000

種類 
第２四半期会計期間末現在発行数 

（株） 
（平成25年９月20日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成25年10月30日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式  4,411,000  4,411,000

 東京証券取引所 

 ＪＡＳＤＡＱ 

 （スタンダード）  

単元株式数

1,000株 

 計  4,411,000  4,411,000 － － 

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式総
数増減数(株) 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成25年６月21日 

 ～ 

平成25年９月20日 

 －  4,411,000  －  611,650  －  691,950
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①【発行済株式】  

  

②【自己株式等】 

  

 該当事項はありません。 

（６）【大株主の状況】

  平成25年９月20日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

愛光電気共栄会 神奈川県小田原市西大友205－２  762  17.27

近藤 保 神奈川県小田原市  355  8.05

東芝ライテック株式会社 神奈川県横須賀市船越町１－201－１  264  5.98

渡会 敏昭 神奈川県小田原市  204  4.62

河村電器産業株式会社 愛知県瀬戸市暁町３－86  203  4.60

近藤 和子 神奈川県小田原市  168  3.81

光昭株式会社 大阪府大阪市北区南森町２－２－23  152  3.44

さがみ信用金庫 神奈川県小田原市本町２－９－25  99  2.24

愛光電気社員持株会 神奈川県小田原市西大友205－２  97  2.19

日東工業株式会社 愛知県長久手市蟹原2201   94  2.13

計 －  2,398  54.37

（７）【議決権の状況】

  平成25年９月20日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式     30,000 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式    4,335,000  4,335 － 

単元未満株式 普通株式      46,000 － 
１単元（1,000株）未満

の株式 

発行済株式総数  4,411,000 － － 

総株主の議決権 －  4,335 － 

  平成25年９月20日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

愛光電気株式会社 
神奈川県小田原市西大友

205-2 
 30,000  －  30,000  0.68

計 －  30,000  －  30,000  0.68

２【役員の状況】
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１．四半期財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期会計期間（平成25年６月21日から平成25

年９月20日まで）及び第２四半期累計期間（平成25年３月21日から平成25年９月20日まで）に係る四半期財務諸表に

ついて、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。 

  

３．四半期連結財務諸表について 

 当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。  

  

  

第４【経理の状況】
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１【四半期財務諸表】 
（１）【四半期貸借対照表】 

（単位：千円）

前事業年度 
(平成25年３月20日) 

当第２四半期会計期間 
(平成25年９月20日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 940,303 1,324,291

受取手形 1,435,798 1,357,874

売掛金 1,733,057 1,384,394

商品 284,754 279,669

その他 94,538 93,280

貸倒引当金 △41,802 △26,839

流動資産合計 4,446,650 4,412,671

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 194,889 190,871

土地 325,930 325,930

その他（純額） 24,303 19,548

有形固定資産合計 545,122 536,350

無形固定資産 34,354 34,473

投資その他の資産   

投資有価証券 46,900 53,121

その他 353,082 362,587

貸倒引当金 △59,110 △67,420

投資その他の資産合計 340,872 348,288

固定資産合計 920,348 919,112

資産合計 5,366,999 5,331,783
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（単位：千円）

前事業年度 
(平成25年３月20日) 

当第２四半期会計期間 
(平成25年９月20日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形 459,531 317,353

買掛金 826,676 789,786

電子記録債務 － 72,283

短期借入金 1,800,000 1,800,000

賞与引当金 54,000 48,600

その他 148,102 197,088

流動負債合計 3,288,310 3,225,112

固定負債   

退職給付引当金 136,670 154,649

役員退職慰労引当金 62,392 65,464

固定負債合計 199,062 220,113

負債合計 3,487,372 3,445,226

純資産の部   

株主資本   

資本金 611,650 611,650

資本剰余金 691,950 691,950

利益剰余金 574,812 577,692

自己株式 △9,201 △9,307

株主資本合計 1,869,210 1,871,985

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 10,415 14,572

評価・換算差額等合計 10,415 14,572

純資産合計 1,879,626 1,886,557

負債純資産合計 5,366,999 5,331,783
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（２）【四半期損益計算書】 
【第２四半期累計期間】 

（単位：千円）

前第２四半期累計期間 
(自 平成24年３月21日 
 至 平成24年９月20日) 

当第２四半期累計期間 
(自 平成25年３月21日 
 至 平成25年９月20日) 

売上高 4,606,877 4,728,206

売上原価 3,846,560 3,929,207

売上総利益 760,317 798,999

販売費及び一般管理費 ※  753,914 ※  759,037

営業利益 6,402 39,961

営業外収益   

生命保険配当金 693 707

その他 6,875 5,134

営業外収益合計 7,569 5,841

営業外費用   

支払利息 4,628 4,271

その他 1,433 55

営業外費用合計 6,061 4,326

経常利益 7,910 41,476

特別利益   

投資有価証券売却益 － 1,038

特別利益合計 － 1,038

特別損失   

投資有価証券売却損 13,977 －

特別損失合計 13,977 －

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失（△） △6,066 42,514

法人税、住民税及び事業税 4,195 32,902

法人税等調整額 △7,152 △6,410

法人税等合計 △2,956 26,491

四半期純利益又は四半期純損失（△） △3,110 16,022
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：千円）

前第２四半期累計期間 
(自 平成24年３月21日 
 至 平成24年９月20日) 

当第２四半期累計期間 
(自 平成25年３月21日 
 至 平成25年９月20日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失
（△）

△6,066 42,514

減価償却費 20,993 14,557

退職給付引当金の増減額（△は減少） 4,972 17,979

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △2,348 3,072

貸倒引当金の増減額（△は減少） △4,024 △6,653

賞与引当金の増減額（△は減少） △42,006 △5,400

受取利息及び受取配当金 △1,891 △1,849

支払利息 4,628 4,271

投資有価証券売却及び評価損益（△は益） 13,977 △1,038

売上債権の増減額（△は増加） 904,200 426,586

たな卸資産の増減額（△は増加） 12,260 5,085

前払費用の増減額（△は増加） △697 2

未収入金の増減額（△は増加） 33,412 △6,962

その他の流動資産の増減額（△は増加） 1,726 △3,049

破産更生債権等の増減額（△は増加） △8,634 △4,206

仕入債務の増減額（△は減少） △226,874 △106,784

未払金の増減額（△は減少） 853 8,768

未払費用の増減額（△は減少） △5,040 △1,080

未払消費税等の増減額（△は減少） 3,024 797

預り金の増減額（△は減少） 161 △363

その他 △6,063 8,131

小計 696,564 394,378

利息及び配当金の受取額 1,954 4,089

利息の支払額 △4,665 △4,242

法人税等の支払額 △24,559 △866

法人税等の還付額 － 7,387

営業活動によるキャッシュ・フロー 669,293 400,745

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △4,058 △1,451

無形固定資産の取得による支出 △1,382 △5,195

投資有価証券の売却による収入 16,022 1,438

投資有価証券の取得による支出 △161 △166

貸付金の回収による収入 1,571 558

その他 956 798

投資活動によるキャッシュ・フロー 12,947 △4,017

財務活動によるキャッシュ・フロー   

自己株式の取得による支出 △287 △105

配当金の支払額 △13,172 △12,634

財務活動によるキャッシュ・フロー △13,459 △12,740

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 668,781 383,987

現金及び現金同等物の期首残高 608,720 940,303

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  1,277,502 ※  1,324,291
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（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更） 

 当社は、法人税法の改正に伴い、第１四半期会計期間より、平成25年３月21日以降に取得した有形固定資産につい

ては、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。 

 なお、この変更による影響は軽微であります。  

  

（仕入割引及び売上割引に関わる会計方針の変更） 

 従来、商品の仕入代金現金決済時に受取る仕入代金の割引については、営業外収益の仕入割引として処理し、売上

代金現金決済時に支払う売上代金の割引については、営業外費用の売上割引として処理しておりましたが、第１四半

期会計期間より、仕入控除項目及び売上控除項目として売上原価及び売上高に含めて処理する方法に変更致しまし

た。 

 この変更は、適用される仕入割引及び売上割引の割引率と市場の実勢金利との乖離が長期化し、金利としての側面

が薄れ、その実態が商取引上の値引きに事実上相当していること、及び、適切な流通価格の形成を目的とした構造改

革の一環として、第１四半期会計期間よりこの取引を営業所単位の営業損益管理に折り込むよう経営管理方法を見直

したことから、経営環境の変化と取引実態に即した、より適正な経営成績を表示するために行ったものであります。

 当該会計方針の変更は遡及適用され、前年同四半期については遡及適用後の四半期財務諸表となっております。こ

の結果、遡及適用を行う前と比べて、前第２四半期累計期間の売上総利益が42,670千円増加し、営業損失36,267千円

から営業利益6,402千円となっております。また、経常利益および税引前四半期純利益への影響はありません。 

  

※ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

  

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

  

Ⅰ 前第２四半期累計期間（自 平成24年３月21日 至 平成24年９月20日） 

配当に関する事項 

 配当金支払額 

   

Ⅱ 当第２四半期累計期間（自 平成25年３月21日 至 平成25年９月20日） 

配当に関する事項 

 配当金支払額 

【会計方針の変更】

【注記事項】

（四半期損益計算書関係）

  
前第２四半期累計期間 

（自  平成24年３月21日 
至  平成24年９月20日） 

当第２四半期累計期間 
（自  平成25年３月21日 
至  平成25年９月20日） 

貸倒引当金繰入額 千円 △4,024 千円 △6,653

給料及び賞与  347,277  336,782

賞与引当金繰入額   23,992  48,600

退職給付費用  34,212  46,054

役員退職慰労引当金繰入額  4,522  3,072

減価償却費  16,242  10,171

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

  
前第２四半期累計期間 

（自  平成24年３月21日 
至  平成24年９月20日） 

当第２四半期累計期間 
（自  平成25年３月21日 
至  平成25年９月20日） 

現金及び預金勘定 千円 1,277,502 千円 1,324,291

現金及び現金同等物  1,277,502  1,324,291

（株主資本等関係）

  
（決議） 

株式の種類
配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年６月19日 

定時株主総会 
普通株式  13,146  3 平成24年３月20日 平成24年６月20日 利益剰余金

  
 (決議) 

株式の種類
配当金の総額 
（千円） 

1株当たり配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月18日 

定時株主総会 
普通株式  13,142  3 平成25年３月20日 平成25年６月19日 利益剰余金
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 金融商品の四半期貸借対照表計上額その他の金額は、前事業年度の末日と比較して著しい変動が認められないた

め、記載しておりません。 

  

 有価証券の四半期貸借対照表計上額その他の金額は、前事業年度の末日と比較して著しい変動はありません。  

  

 当社はデリバティブ取引を利用していないため、該当事項はありません。  

  

前第２四半期累計期間（自 平成24年３月21日 至 平成24年９月20日）及び当第２四半期累計期間（自 平

成25年３月21日 至 平成25年９月20日） 

当社は電気機器電設資材等の販売事業を行う単一セグメントであるため、記載を省略しております。  

   

 １株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 （注） 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  

 該当事項はありません。  

  

 該当事項はありません。  

  

 該当事項はありません。 

  

（金融商品関係）

（有価証券関係）

（デリバティブ取引関係）

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

（１株当たり情報）

  
前第２四半期累計期間 

（自 平成24年３月21日 
至 平成24年９月20日） 

当第２四半期累計期間 
（自 平成25年３月21日 
至 平成25年９月20日） 

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半

期純損失金額（△） 
円 銭 △0 71 円 銭 3 66

（算定上の基礎）     

四半期純利益金額又は四半期純損失金額（△）

（千円） 
 △3,110  16,022

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益金額又は四半期純損

失金額（△）（千円） 
 △3,110  16,022

普通株式の期中平均株式数（千株）  4,381  4,380

（重要な後発事象）

２【その他】

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている愛光電気株式会

社の平成25年３月21日から平成26年３月20日までの第55期事業年度の第２四半期会計期間（平成25年６月21日から平成25

年９月20日まで）及び第２四半期累計期間（平成25年３月21日から平成25年９月20日まで）に係る四半期財務諸表、すな

わち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書、四半期キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行っ

た。 

  

四半期財務諸表に対する経営者の責任 

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任 

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。 

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  

監査人の結論 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、愛光電気株式会社の平成25年９月20日現在の財政状態並びに同日をもって終了

する第２四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての

重要な点において認められなかった。 

  

強調事項 

 会計方針の変更に記載されているとおり、従来、会社は商品の仕入代金現金決済時に受取る仕入代金の割引について、

営業外収益の仕入割引として処理し、売上代金現金決済時に支払う売上代金の割引については、営業外費用の売上割引と

して処理していたが、第１四半期会計期間より仕入控除項目及び売上控除項目として売上原価及び売上高に含めて処理 

する方法に変更した。 

 当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。  

  

利害関係 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成25年10月30日

愛光電気株式会社 

取締役会 御中 

有限責任 あずさ監査法人 

  
指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士 市川 一郎  印 

  
指定有限責任社員 
業務執行社員  

  公認会計士  柴田  剛  印  

 （注） １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半

期報告書提出会社）が別途保管しております。 

２．四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。  



  

  

【表紙】

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成25年10月30日 

【会社名】 愛光電気株式会社 

【英訳名】 AIKO CORPORATION 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 近藤 保 

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。 

【本店の所在の場所】 神奈川県小田原市西大友205番地２ 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）  



 当社代表取締役社長 近藤 保は、当社の第55期第２四半期（自 平成25年６月21日 至 平成25年９月20日）の

四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認しました。 

  

 特記すべき事項はありません。  

  

１【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２【特記事項】
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